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○昭和町開発行為等の許可基準に関する条例 

平成30年６月25日条例第21号 

昭和町開発行為等の許可基準に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、都市計画法（昭和43年法律第100号。以下「法」という。）及び都

市計画法施行令（昭和44年政令第158号。以下「政令」という。）の規定に基づき、市

街化調整区域における開発行為等の許可等の基準について必要な事項を定めるものとす

る。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(１) 既存集落 市街化調整区域にあって、おおむね50以上の建物（市街化区域内に存

するものを含む。）が敷地相互間の距離でおおむね50メートル以内の間隔で連たんし

ている地域（その地域内の任意の建築物の敷地からの距離がおおむね50メートル以内

に位置する土地を含む。）をいう。 

(２) 線引き 法第７条第１項に規定する市街化区域と市街化調整区域との区分に関す

る都市計画決定により市街化調整区域として区分され、又は当該都市計画を変更して

市街化調整区域として新たに区分されたことをいう。 

２ 前項に規定するもののほか、この条例において使用する用語の定義は、法及び政令に

おいて使用する用語の例による。 

（法第33条第４項の規定により定める予定建築物の最低敷地面積） 

第３条 法第33条第４項の規定により定める予定建築物の最低敷地面積は、法第34条第11

号に該当する開発行為等を行う場合において、原則として200平方メートルとする。た

だし、条例施行時において200平方メートル未満の土地については、この限りではない。 

（法第34条第11号の条例で指定する土地の区域） 

第４条 法第34条第11号の規定により条例で指定する土地の区域は、次の各号のいずれに

も該当する土地の区域とする。 

(１) 既存集落内の土地の区域 

(２) 政令第８条第１項第２号ロから二までに掲げる土地の区域に該当する区域として

規則で定める土地の区域（以下「除外区域」という。）以外の土地の区域 
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(３) 区域内の排水路その他排水施設が、当該開発区域内の下水を有効に排水するとと

もに、その排水によって当該区域及びその周辺の地域に出水等による被害が生じない

ような構造及び能力で適当に配置されている土地の区域 

(４) 区域内の配水施設（水道法（昭和32年法律第177号）第３条第８項の配水施設を

いう。）が当該区域内について想定される需要に支障を来さないような構造及び能力

を備え、適当に配置されている土地の区域 

２ 町長は、前項の規定により土地の区域を指定したときは、その旨及び区域を告示する

ものとする。 

３ 前項の規定は、第１項の規定により指定した区域の変更又は廃止について準用する。 

４ 町長は、一般の閲覧の用に供するため、第２項で指定する土地の区域を図示した図書

を備え置くものとする。 

（法第34条11号の条例で定める予定建築物等の用途） 

第５条 法第34条第11号の規定により開発区域及びその周辺の地域における環境の保全上

支障があると認められる用途として条例で定める予定建築物等の用途は、別表の左欄に

掲げる区域に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる用途以外のものとする。 

（法第34条第12号で定める開発行為） 

第６条 法第34条第12号の規定により条例で定める開発行為は、除外区域以外の土地の区

域において行う開発行為で、次に掲げるものとする。 

(１) 市街化調整区域において、当該市街化調整区域に係る線引き日以前から土地を所

有している者（当該線引きの際当該市街化調整区域内の土地を所有し、かつ当該土地

又はその周辺の地域に居住していた者から当該線引き日以後に当該土地を相続等によ

り継承した者（当該線引き日における当該土地の所有者の直系血族に限る。）を含む。

以下この号において「線引き日前土地の所有者」という。）で当該土地又はその周辺

の地域に居住していたもの及びその親族（民法（明治29年法律第89号）第725条に規

定する親族で、線引き日前土地の所有者と居住及び生計を一にし、又はしたことがあ

るものに限る。）が新たに自己の居住の用に供する住宅（規則で定める規模を超えな

いものに限る。）を必要とし、市街化区域における建築が困難であると認められる場

合において、当該土地に当該住宅を建築することを目的として行う開発行為 

(２) 土地収用法（昭和26年法律第219号）第３条に規定する収用対象事業の施行によ

り、市街化調整区域に存する建築物を移転し、又は除却する必要がある場合に、これ
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に代わるものを従前と同一の用途及び同程度の規模で建築することを目的として行う

開発行為 

（政令第36条第１項第３号ハの条例で定める建築物） 

第７条 政令第36条第１項第３号ハの規定により条例で定める建築物は、除外区域以外の

土地の区域に建築する前条各号に規定する開発行為を行う土地において予定される建築

物の要件に該当する建築物とする。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、町長が別に

定める。 

附 則 

この条例は、平成30年７月１日から施行する。 

  附 則（昭和町条例第１８号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

別表（第５条関係） 

 区域 用途 

(１) 第４条に該当する区域（(２)

の項に掲げるものを除く。） 

建築基準法（昭和25年法律第201号）別表第２

（い）項第１号及び第２号に規定する住宅

で、自己の居住の用に供する戸建てのもの 

(２) 第４条に該当する区域のうち

都市計画道路３・４・３号相

生一丁目飯喰線の両側50ｍ区

域内及び都市計画道路３・

４・17押越西条新田線、都市

計画道路３・４・31常永小学

校東西線、都市計画道路３・

５・８昭和玉穂線、主要地方

道甲府市川三郷線、主要地方

道甲斐中央線及び町道30号線

ア (１)項に掲げるもの 

イ 次の各号のいずれかに該当する建築物で

その用途に供する部分の床面積が合計3000平

方メートル以下のもの 

（ア）建築基準法施行令（昭和25年政令第338

号）第130条の５の３で定める店舗、飲食店等 

（イ）事務所 
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の両側30ｍの区域内 

 


